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革改政行

町民との協働による
まちづくりの推進

■協働のまちづくり推進指針の策定 （17年11月）

（概要は、2006年版町民向け予算書に掲載）

■協働のまちづくり推進協議会を設置（18年11月）

■全自治会に役場職員を地域担当職員として配置

（18年５月）

■鐚巻町自治会連合会を結成 （19年４月）

内部組織として衛生、納税の各部会を設置

主な取り組み事例
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自立可能な財政
構造の構築

■公共事業費の抑制 事業の重点化と選択を進め16

年の事業費を100とした場合17年で66、18年で42、

19年で35の水準で予算編成し、公共事業を抑制

■町有財産の売り払い 18年度実績：土地3件・267

万円（他に公募中　1件）

■寄付条例の制定と寄付金の募集

ふるさとづくり基金　18年度実績　272万円
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変革の時代に対応できる
効率的な行政基盤の確立

【組織機構の見直し】
■役場組織・機構の見直し

17年度の11課3局体制から19年度は5課4局体制へ　

移行（6課減、1局増）

■学校統合　鐚巻小学校ほか5校1分校を統合

（17年４月）

■機構改革、学校統合、民間委託等による職員配置

の見直し

■町議会議員定数の見直し

議員16人→10人　　　　　　　　（20年１月～）

■農業委員会委員定数の見直し

選挙による委員15人→10人　　　（18年８月～）

■行政連絡員の廃止 19年度から自治会へ事務を委

託し、行政連絡員制度を廃止

■その他の委員等の定数、報酬等の見直し

・定数　各種委員等全特別職について見直し

651人→521人　20%削減

・報酬　各種委員等の日額報酬22件を1,000円引き

下げほか

・廃止　行政連絡員、財産区管理委員

【職員の定数管理と給与の適正化】
■勧奨退職制度の活用推進 16年 5人　17年 10人

18年 9人退職

■臨時職員等の公募・登録制の実施

19年 募集66人　応募 104人

■給与制度の見直し 給料表の4.8％引き下げなど

【効率的な行政運営の推進】
■総合窓口の業務拡大・充実 毎週木曜日の窓口延

長業務の拡大と全庁的に予約制を導入

■財産区の廃止 町有林として一体的に管理

■公共施設の指定管理者制度の推進 指定管理者制

度により39施設を民間委託

【その他】
■各種業務の電子化の推進 町例規集のホームペー

ジでの公開

■第５次病院事業経営健全化計画の推進 主な目標　

である不良債務を解消

■第３セクターの経営状況の公表 2007町民向け予　

算書でお知らせ
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町では、計画に基づき17年度から一層改革のス

ピードを上げ行政改革に精力的に取り組んできまし

た。職員数の適正化など主な数値目標として掲げた

目標を着実に推進し、改革の財政効果についても現

時点では概ね想定した効果を上げています。

しかしながら本町は依然として危機的な財政状況

にあり、自立可能な行財政運営の構築に向けて、今

後も着実な取り組みなどスピードを緩めることな

く、より一層強力に改革を推進していきます。

評価と今後の取り組み

着実に改革を推進

あなたと�
町の�声�声�の�キャッチボール�キャッチボール�

数年前に「町が合併する、しないにかかわら
ず、自立可能なまちづくりを進めることが大事」
との趣旨の話を何かの機会に伺いました。
以前と比べて、役場の「組織や予算」、あるい
は「町の借金」は、どのようになっていますか？

声 役場の組織や予算どうなっ
てるの？（40代・男性）

市町村合併問題で全国的に議論が始まった平

成11年頃と比較した、役場の「組織や予算」、

あるいは「町の借金」の状況についてお知らせ

します。

ハイ！ 職員は昭和45年前後、予算は平
成2年度の水準に（総務企画課長）
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住
民
サ
ー
ビ
ス
の
質
と
量

を
な
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職
員
数
は
11
年
度
か
ら
の
８
年

間
で
50
人
削
減
。
本
年
４
月
現
在

174
人
ま
で
減
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し
、
累
計
で
は
15

億
３
千
万
円
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ど
の
財
政
効
果
を
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じ
て
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ま
す
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５
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４
局

に
、
小
中
学
校
は
15
校
か
ら
９
校

に
、
保
育
園
は
６
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４
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収
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５
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６
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進
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▼
予
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に
つ
い
て
は
、
毎
年
地

方
交
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が
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中
で
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に
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っ
た
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模
に
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進
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き
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そ
の
結
果
、
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年
度
一
般
会
計

当
初
予
算
総
額
69
億
３
千
万
円

に
対
し
、
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年
度
は
49
億
３
千

万
円
と
な
り
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％
に
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た
る
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億
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し
て
い
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３
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２
億
８
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て
い
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す
。
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財
政
健
全
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バ
ロ
メ
ー
タ

ー
と
な
る
「
地
方
債
の
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（
こ
こ
で
は
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町
の
借
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」
と
し
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す
）
に
つ
い
て
は
、
優
先
度

の
高
い
事
業
を
厳
選
し
て
行
い
、

残
高
を
減
ら
す
こ
と
で
財
政
運

営
の
健
全
化
に
努
め
て
き
ま
し

た
。
そ
の
結
果
、
11
年
度

と
比

較
し
た
19
年
度
の
町
の
借
金
の

状
況
は
下
の
と
お
り
で
す
。
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一般会計 …道路や施設整備のための借金は、3分の1に当たる30億円を解消

特別会計 …町整備型合併浄化槽や西部簡易水道統合整備事業などの推進にも拘わらず残高は横ばいで推移

全 会 計 …総額では、13億7千万円、11.6％を削減

◆地方債残高　118億4千万円

◆地方債残高見込み　104億7千万円

〔うち道路や学校などの整備分〕
〔90.5億円〕

特　別　会　計

27.9億円

特　別　会　計
28.1億円

〔うち道路や学校などの整備分〕
〔60.7億円〕

削減分
13.7億円
▲11.6％

蛬

【臨時財政対策債とは？】 地方自治体は、道路や学校などの建設事業に限ってしか起債（借金）ができませ
ん。臨時財政対策債は、例外的に地方交付税削減の一部を補てんさせるため国が臨時に制度化した起債
（H13～)で、償還財源（15.9億円）は、後年度に国から全額交付されるもので、町の実質負担はありません。

蛬

町
の
借
金
の
状
況
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